









く，不法行為は成立しない（最二小判昭62年 4 月24日［香川保一裁判長］民集41巻 3
号490頁，最一小判平元年12月21日民集［佐藤哲郎裁判長］43巻12号2252頁，最三小判平





















































































































































































































　⑧　「B弁護士が，平成 4 年 2 月，国連人権委員会で『慰安婦』を『性奴
隷』（sex slaves）と表現し，以後NGOが国連で『性奴隷』を『慰安婦』の代
名詞として使用し，平成 7 年 9 月，北京（第 4 回）国連世界女性会議で，国



























































































































































































































































































決［頼晋一］（LEX／DB 文献番号25490807），東京地裁平成24年 4 月11日判決
［畠山稔コート］判タ1386号253頁，東京地裁平成26年 5 月19日判決［村上正
敏］判時2254号100頁，東京高裁平成27年12月 9 日判決［河野清孝コート］
（判例秘書 L07020499），大阪地裁平成28年 3 月11日判決［小池明善コート］（判
























































































　夕刊フジ・ロス疑惑事件の高裁判決（東京高判平 6 年 1 月27日［柴田保幸コー
ト］民集51巻 8 号3837頁）は，意見による名誉毀損の免責要件に関し，（一）
「当該記事が公共の利害に関する事項についてのもの」であること，（二）
「意見の形成の基礎をなす事実が当該記事において記載されており，かつ，
その主要な部分につき，真実性の証明があるか若しくは記事の公表者におい
て真実と信じるにつき相当な理由があるとき」，又は「当該記事が公表され
た時点において，意見の基礎事実が，既に新聞，週刊誌又はテレビ等により
繰り返し報道されたため，社会的に広く知れ渡った事実若しくはこのような
事実と当該記事に記載された免責事実からなるとき」であって，（三）「当該
9）　佃克彦『名誉毀損の法律実務』345頁（弘文堂，第 2版，平成20年）
10）　小原健ほか『名誉・信用毀損プライバシー侵害紛争事例解説集』67頁（新日本法規，平成
18年）
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意見をその基礎事実から推論することが不当，不合理なものとはいえないと
き」，という判断基準を示したが，夕刊フジ・ロス疑惑事件最高裁判決はこ
れを破棄し，前記のように公正な論評の法理を示した。
　高裁判決が「当該意見をその基礎事実から推論することが不当，不合理な
ものとはいえないとき」という要件を挙げ，意見・論評の合理性を要求した
のに対し，最高裁はこれとは異なる判断枠組を採用した。このことから，
「当該意見をその基礎事実から推論することが不当，不合理なもの」であっ
ても許容される（合理性を問わない）のが最高裁の考え方である，との理解が
一応可能である。
　しかし，合理性を問わないことと，関連性まで不要とすることとは，別の
問題であり，最高裁が関連性まで不要とする趣旨で高裁判決を破棄したとは
解されない。
　八木一洋・最判解説平成 9年では，高裁判決は「意見ないし論評の表明に
ついての保護範囲は，従来の判例法理よりも，むしろ狭くなる結果となって
いる」と評されている
11）
。しかし，それぞれの判断枠組の具体的な適用の結果
を比較すると，高裁判決が結論として名誉毀損による不法行為責任の成立を
否定したのに対し，最高裁判決はこれを破棄している。言わば高裁判決のほ
うが意見ないし論評の表明をより保護する結果となっている。
　このことは，最高裁は意見・論評の合理性を要求した高裁判決を破棄した
後も依然として意見・論評にも一定の許容限度があると考えていることを示
唆している。このように考えれば，最高裁は，意見・論評の合理性を問わな
いまでも，関連性まで不要とする趣旨で高裁判決を破棄したわけではないと
評価することができる。
3 　東京地裁平成27年 4月27日判決に対する評価
　以上の前提に立って，東京地裁平成27年 4 月27日判決を検討する。
（11）　八木・前掲注 2）1159頁。（原判決）は「基礎を成す事実が真実である場合にも，右事実
から当該意見を推論することが不当，不合理といえないときに限り不法行為責任の成立が否定
されるとするもので，意見ないし論評の表明についての保護範囲は，従来の判例法理よりも，
むしろ狭くなる結果となっている」
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（ 1 ）　判断枠組について
　判旨が，「推論の過程やその内容に，仮に論理的とはいえない推論が含ま
れていたり不合理な点があったりしたとしても，合理性についてまで判断す
る必要はない」と述べた点については，前提事実と意見・論評との間に関連
性がない場合であってもそれについて判断する必要はない，との趣旨であれ
ば誤りである。
（ 2 ）　前提事実①②と論評ウとの間の関連性
　元慰安婦が日本に対し謝罪と損害賠償を求める訴訟を提起しAがその代
理人となり，Aが「もう少し説得力のある慰安婦はいないのか」と聞かれ
て「実は私もそう思って韓国へ探しに行ってきた。追加分はよいのばかりで
すよ」と答えたという事実（前提事実①②）と，「Aらは，自らの反日運動の
ために，韓国の元慰安婦の老婆を利用した」という論評（論評ウ）との間に
は，関連性がないとは言えないから，この点に関する判旨の結論は妥当であ
る。
（ 3 ）　前提事実④⑤と論評エとの間の関連性
　前提事実③は，真実性の証明がないと判断されたことから，前提事実から
は外れることになる。
　そして，慰安婦の登録業務を行ったインドネシアの兵補協会の元会長が，
Aの指示を受けて慰安婦の募集を始め，「早く進めろ」と催促も受け，Aか
ら日本語で手書きした慰安婦登録用書式を受け取ったという事実（前提事実
④⑤）と，「インドネシアの慰安婦問題に火を付けたのはA」「アジアの女性
が自発的に立ち上がっているかのような話は嘘で，自作自演，火のない所に
煙を立てて回っている」「Aらは，金で釣って慰安婦に名乗り出させて運動
に利用する反日活動家の醜い姿をしており，それによってアジア各地に『反
日産業』を扶植していく恐ろしさを持つ，日本国の獅子身中の虫である」と
いう論評（論評エ）との間には，合理性はともかく，関連性がないとまでは
言えない。したがってこの点に関する判旨の結論も妥当である。
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（ 4 ）　前提事実①②④⑤⑥⑦と論評イとの間の関連性
　前提事実⑥⑦は，Aが，昭和50年に，サハリン残留韓国・朝鮮人の帰還
請求裁判を訴訟代理人として東京地裁に提起し，吉田清治を証人として法廷
で尋問し，吉田が「軍の命令のままに多くの朝鮮人労働者を朝鮮総督府の機
関や警察官，村役場の職員の協力によって木刀で追い回しトラックに乗せ
た，女性の連行も行った」，「（朝鮮半島からの婦女子の徴用人数は）全部で私が労
務報国会動員部長中に950人，これは間違いないと思うのは，私は非常にこ
れは深刻でございますし，当時の部下たちと数年前から時々山口県に行った
時に会ってその話で大体皆の意見も950人と言っておりました」と証言した
こと，その吉田に対し秦郁彦が電話で「裏付けをとりたいので旧部下の誰か
を紹介してくれ」と依頼したが「絶対に教えられない」と断られたという事
実で構成されている。
　一方，論評イは，「Aは，日本を貶める慰安婦問題を拡大することに大き
な『功績』があった。慰安婦問題を使った反日運動で独創的な点は，相手国
の『被害者』を探し出し，原告に仕立て上げて日本国家に対して訴訟を起こ
させる，という運動モデルを開発したことである。この運動モデルでは，日
本帝国主義・軍国主義の『被害者』を地の果てまでも出かけて探し出し，何
ら訴訟など考えもしなかった当事者に，原告になるよう依頼・説得し，訴訟
を通じて『事実』をつくり出す。反日運動のため被害者を見つけ出して利用
するというところに，この運動モデルの特異性がある。Aは，そのモデル
をつくり出した」というものである。
　前提事実⑥⑦は，Aがサハリン残留韓国・朝鮮人の帰還請求裁判におい
て尋問した証人がどのような供述したかという点に主眼がある一方，論評イ
はAが慰安婦問題を「拡大」し「被害者」を探し出したとするものであり，
関連性はないように思われる。
　しかし，判決は，論評イは前提事実⑥⑦のみならず前提事実①②④⑤も加
えて判断すべきものとしている。前提事実①②④⑤が加われば，Aがどの
ような行動を取ったかという事実が前提事実となるから，論評イとの間に関
公正な論評の法理の適用において， 前提事実からの推論過程に合理性を問わないとした事例　　219
連性がないとまでは言えないことになる。したがって，前提事実①②④⑤が
加わる限りにおいては，この点に関する判旨の結論も妥当である。
　ところで，本件と異なり仮に，論評当時，論評イの前提事実が⑥⑦のみで
あり，①②④⑤が前提となっていなかったとすれば，同様に解することは相
当でない。この問題は，前提事実そのものが記事に記載されている必要があ
るかという論点である
12）
。
（ 5 ）　前提事実①②④⑤⑥⑦⑧⑨⑩と論評アとの間の関連性
　前提事実⑧⑨⑩は，Bが国連人権委員会で『慰安婦』を『性奴隷』（sex 
slaves）と表現して以後，同種の用語が定着したことや，クマラスワミ報告
書の内容，Bが慰安婦について国連に問題提起した動機を摘示するものであ
る。
　これらの前提事実は，主として Bに関する事実であり，そのことと，「B
及びA二人の弁護士」が，慰安婦問題をでっち上げたという論評は，少な
くともAについては関連性がないように思われる。
　しかし，論評イ同様，判決は，論評アも，前提事実⑧⑨⑩のみならず前提
事実①②④⑤⑥⑦も加えて判断すべきものとしている。前提事実①②④⑤⑥
⑦が加われば，Aがどのような行動を取ったかという事実が前提事実とな
るから，論評アとの間に関連性がないとまでは言えないことになる。したが
って，前提事実①②④⑤⑥⑦が加わる限りにおいては，この点に関する判旨
の結論も妥当である。
4 　まとめ
　論評アないしエは，いずれも，前提事実との関連性を有すると評価できる
12）　前提事実そのものが記事に記載されている必要があるかには争いがある。
　　山口成樹は，アメリカにおけるフェア・コメントの法理では「意見の基礎となる事実は，意
見と同時に言明されているか，または，指示されていなければならない。これは，意見の受け
手が自分自身の判断を下せるようにするためであるから，受け手がすでに知っているか，また
は，知りえる事実は，指示されている限り特に言明される必要はない。言明も指示もなく，受
け手の知りえない事実を基礎にしていると判断するのが合理的な場合，フェア・コメントは成
立しない」と述べている（「名誉毀損法における事実と意見（一）─英米法の示唆するもの─」
都法35巻 1 号）。
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から，原則として（掲記の前提事実が記事記載当時に前提となっていた限りにおい
て），判旨の結論は妥当である。
　「関連性」がない意見・論評であれば「論理的とはいえない推論」や「不
合理な」推論であるということになる。本判決の「推論の過程やその内容
に，仮に論理的とはいえない推論が含まれていたり不合理な点があったりし
たとしても」との判示は，「前提事実と意見・論評との間に関連性がない場
合であっても」という趣旨を含む意味にも読めるから，誤解を生じる基準と
なっている。「意見・論評の合理性は問わないが関連性は必要である」と明
示すべきである。
　なお，本稿で検討した問題は，ある意見・論評が「意見ないし論評として
の域を逸脱したものであるか否か」をどのような基準で判断すべきかという
問題や，論評としての域を逸脱したことの主張立証責任の所在（立証責任対象
事実は何か）といった問題とも関連する。この点については，今後の検討課
題としたい。
  以上
